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第一部【証券情報】
　

（１）【ファンドの名称】

ターゲット・リターン戦略ファンド

（以下、「ファンド」といいます。）

ただし、愛称として「ターゲット４Ｕ」という名称を用いることがあります。

 

（２）【内国投資信託受益証券の形態等】

契約型の追加型証券投資信託の受益権です。

ファンドの受益権は、社債、株式等の振替に関する法律（「社振法」といいます。以下同じ。）の

規定の適用を受け、受益権の帰属は、後述の「（１１）振替機関に関する事項」に記載の振替機関及

び当該振替機関の下位の口座管理機関（社振法第２条に規定する「口座管理機関」をいい、振替機関

を含め、以下「振替機関等」といいます。）の振替口座簿に記載または記録されることにより定まり

ます（以下、振替口座簿に記載または記録されることにより定まる受益権を「振替受益権」といいま

す。）。委託会社である損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社は、やむを得ない事情

等がある場合を除き、当該振替受益権を表示する受益証券を発行しません。また、振替受益権には無

記名式や記名式の形態はありません。

委託会社の依頼により信用格付業者から提供され、もしくは閲覧に供された信用格付または信用格

付業者から提供され、もしくは閲覧に供される予定の信用格付はありません。

 

（３）【発行（売出）価額の総額】

①当初申込期間　1,000億円を上限とします。

②継続申込期間　１兆円を上限とします。

 

　上記金額には申込手数料および申込手数料に係る消費税および地方消費税に相当する金額（以下

「消費税等相当額」といいます。）は含まれていません。

 

（４）【発行（売出）価格】

①当初申込期間　１口当たり１円とします。

②継続申込期間　取得申込受付日
※１

の翌営業日の基準価額
※２

とします。

 

　上記金額には申込手数料および申込手数料に係る消費税等相当額は含まれていません。

 

※１日本における委託会社および販売会社（受益権の取得の申込みの取扱いを行う第一種金融商品

取引業を行う者及び登録金融機関を総称して、以下「販売会社」といいます。）の営業日に限

り、申込みの取扱いは行われます。ただし、継続申込期間中であっても下記の取得申込不可日

にあたる日は取得のお申込みの受付はできません。

＜取得申込不可日＞

・ニューヨークの銀行の休業日

・ロンドンの銀行の休業日

・ニューヨーク証券取引所の休業日

・ロンドン証券取引所の休業日

・フランクフルト証券取引所の休業日

・ユーロネクスト・パリの休業日

※２基準価額とは、信託財産に属する資産を法令及び一般社団法人投資信託協会規則にしたがって

時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」とい

います。）を、計算日における受益権総口数で除した価額をいいます。ただし、便宜上１万口

当たりに換算した価額で表示されることがあります。
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ファンドの基準価額については、委託会社または販売会社に問い合わせることにより知ることが

できるほか、原則として翌日付の日本経済新聞朝刊に掲載されます。

■委託会社の照会先

損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社

電話番号　　 0120-69-5432 (受付時間：営業日の午前９時～午後５時)

ホームページ http://www.sjnk-am.co.jp/

 

（５）【申込手数料】

　申込手数料は、取得申込受付日の翌営業日の基準価額（当初申込期間中は１口当たり１円）に、

2.16％（税抜2.0％）を上限として販売会社が定める手数料率を乗じて得た額です。

※申込手数料率の詳細につきましては、販売会社までお問い合わせください。

※分配金を受け取る一般コースと分配金を再投資する自動けいぞく投資コースがあります。自動け

いぞく投資とは、収益分配の際に税引き後の収益分配金を、無手数料で自動的に再投資する方法

です。販売会社によっては、どちらか一方のみのお取扱いとなる場合があります。各コースのお

取扱いにつきましては、販売会社までお問い合わせください。

 

（６）【申込単位】

販売会社が定める単位とします。

※申込単位等の詳細につきましては、販売会社までお問い合わせください。

 

（７）【申込期間】

①当初申込期間　平成29年12月20日

②継続申込期間　平成29年12月21日から平成31年３月22日までです。

※継続申込期間は上記期間満了前に有価証券届出書を提出することにより更新されます。

 

（８）【申込取扱場所】

申込取扱場所は、原則として販売会社の本支店等とします。販売会社については、委託会社までお

問い合わせください。

■委託会社の照会先

損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社

電話番号　　 0120-69-5432 (受付時間：営業日の午前９時～午後５時)

ホームページ http://www.sjnk-am.co.jp/

 

（９）【払込期日】

①当初申込期間

　ファンドの受益権の取得申込者は、当初申込期間中にお申込代金を販売会社に支払います。

当初申込期間中に、投資家から申込まれた募集に係る取得申込受付日の発行価額の総額は、設定

日に委託会社の指定する口座を経由して、受託会社の指定するファンド口座に払い込まれます。

②継続申込期間

ファンドの受益権の取得申込者は、お申込代金を販売会社に支払います。払込期日は販売会社に

よって異なります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

継続申込期間中に、投資家から申込まれた募集に係る各取得申込受付日の発行価額の総額は、追

加信託が行われる日に委託会社の指定する口座を経由して、受託会社の指定するファンド口座に払

い込まれます。

 

（１０）【払込取扱場所】

　原則として申込取扱場所と同じです。
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（１１）【振替機関に関する事項】

　ファンドの振替機関は下記の通りです。

　株式会社証券保管振替機構

 

（１２）【その他】

①申込証拠金

　ありません。

②日本以外の地域における発行

　ありません。

③振替受益権について

ファンドの受益権は、社振法の規定の適用を受け、前記「(１１)振替機関に関する事項」に記載

の振替機関の振替業にかかる業務規程等の規則にしたがって取り扱われるものとします。

ファンドの分配金、償還金、換金代金は、社振法および前記「(１１)振替機関に関する事項」に

記載の振替機関の業務規程その他の規則にしたがって支払われます。
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第二部【ファンド情報】
　

第１【ファンドの状況】
　

１【ファンドの性格】

（１）【ファンドの目的及び基本的性格】

①　主として投資信託証券への投資を通じて、実質的に日本および先進国の債券、株式等に分散投資

し、信託財産の中長期的な成長を目指して運用を行います。

 

②　委託会社は、受託会社と合意のうえ、金1兆円を限度として信託金を追加できます。また、委託

会社は、受託会社と合意のうえ、当該限度額を変更することができます。

 

③　一般社団法人投資信託協会が定めるファンドの商品分類および属性区分は以下の通りです。

 

商品分類表

単位型・追加型 投資対象地域 投資対象資産（収益の源泉）

単位型 国　　内 株　　式

追加型 海　　外 債　　券

 内　　外 不動産投信

  その他資産

（　　　　）

  資産複合

（注）ファンドが該当する商品分類を網掛け表示しています。

 

＜商品分類の定義＞

項目
該当する

商品分類
内容

単位型・追加型 追加型 一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従

来の信託財産とともに運用されるファンドをいいます。

投資対象地域 内外 目論見書又は信託約款において、国内及び海外の資産による投

資収益を実質的に源泉とする旨の記載があるものをいいます。

投資対象資産

（収益の源泉）

資産複合 目論見書又は信託約款において、株式、債券、不動産投信、そ

の他資産のうち複数の資産による投資収益を実質的に源泉とす

る旨の記載があるものをいいます。
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属性区分表

投資対象資産 決算頻度 投資対象地域 投資形態 為替ヘッジ

株式 年１回 グローバル
（日本を含む）

ファミリーファ
ンド

あり
（限定ヘッジ）

　一般 年２回 日本 ファンド・
オブ・ファンズ

なし

　大型株
年４回
 

北米
  

　中小型株 年６回 欧州   

 （隔月） アジア   
債券 年12回 オセアニア   

　一般 （毎月） 中南米   

　公債 日々 アフリカ   

　社債
その他
（　　）

中近東
（中東）

  

　その他債券  エマージング   

クレジット属性
（　　）

  
  

不動産投信     

その他資産
（投資信託証券
(資産複合(株式、
債券)))

 
 

 

  

資産複合
（　　　）

  
  

資産配分固定型     

資産配分変更型     

（注１）ファンドが該当する属性区分を網掛け表示しています。
（注２）ファンド・オブ・ファンズの場合、投資信託証券を通じて収益の源泉となる資産に投資をしま

すので、商品分類表と属性区分表の「投資対象資産」は異なります。
（注３）属性区分に記載している「為替ヘッジ」は、対円での為替リスクに対するヘッジの有無を記載

しております。

 

＜属性区分の定義＞

項目
該当する
属性区分

内容

投資対象資産 その他資産
（投資信託証券
（資産複合（株
式、債券）））

目論見書又は信託約款において、投資信託証券を通じて、
主として株式または債券に投資する旨の記載があるものを
いいます。

決算頻度 年１回 目論見書又は信託約款において、年１回決算する旨の記載
があるものをいいます。

投資対象地域 グローバル
（日本を含む）

目論見書又は信託約款において、組入資産による投資収益
が日本を含む世界の資産を源泉とする旨の記載があるもの
をいいます。

投資形態 ファンド・
オブ・ファンズ

一般社団法人投資信託協会が定める「投資信託等の運用に
関する規則」第２条に規定するファンド・オブ・ファンズ
をいいます。

為替ヘッジ 為替ヘッジあり
（限定ヘッジ）

信託約款において、為替のフルヘッジまたは一部の資産に
為替のヘッジを行う旨の記載があるものをいいます。

 
※ファンドに該当しない商品分類、属性区分の定義については、一般社団法人投資信託協会のホーム

ページ（http://www.toushin.or.jp/）をご参照ください。
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＜ファンドの特色＞
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（２）【ファンドの沿革】

平成29年12月21日　信託契約締結、設定、運用開始（予定）

 

（３）【ファンドの仕組み】

①　ファンドの仕組み

ファンドは、「ファンド・オブ・ファンズ」です。「ファンド・オブ・ファンズ」においては、

株式や債券などの有価証券に直接投資するのではなく、主として複数の他の投資信託（ファンド）

を組入れることにより運用を行います。

 

 

ファンドの関係法人図

 

 

②　ファンドの関係法人

(ⅰ) 委託会社または委託者：損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社

　ファンドの委託会社として、信託財産の運用指図、目論見書及び運用報告書の作成等を行いま

す。

 

(ⅱ) 販売会社

　委託会社との受益権の募集・販売に関する契約に基づき、ファンドの販売会社として、受益権

の募集・販売の取扱い、目論見書・運用報告書の交付、一部解約の実行の請求の受付、収益分配

金の再投資、一部解約金・収益分配金・償還金の支払い、取引報告書等の交付等を行います。

 

(ⅲ) 受託会社または受託者：みずほ信託銀行株式会社

（再信託受託会社：資産管理サービス信託銀行株式会社）

　委託会社との証券投資信託契約に基づき、ファンドの受託会社として、信託財産の保管・管理

業務などを行い、収益分配金、一部解約金および償還金の交付、また信託財産に関する報告書を
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作成し委託会社への交付を行います。なお、信託事務の処理の一部につき資産管理サービス信託

銀行株式会社に委託することができます。

 

③　委託会社等の概況

(ⅰ)資本金の額　1,550百万円　（平成29年９月末現在）

 

(ⅱ)委託会社の沿革

昭和61年 ２月25日 安田火災投資顧問株式会社設立

昭和62年 ２月20日 投資顧問業の登録

昭和62年 ９月９日 投資一任業務の認可取得

平成３年 ６月１日 ブリンソン・パートナーズ投資顧問株式会社と合併し、安田火災ブ

リンソン投資顧問株式会社に商号変更

平成10年 １月１日 安田火災グローバル・アセット・マネジメント株式会社に商号変更

平成10年 ３月３日 安田火災グローバル投信投資顧問株式会社に商号変更

平成10年 ３月31日 証券投資信託委託業の免許取得

平成14年 ７月１日 損保ジャパン・アセットマネジメント株式会社に商号変更

平成19年 ９月30日 金融商品取引業者として登録

平成22年 10月１日 ゼスト・アセットマネジメント株式会社と合併し、損保ジャパン日

本興亜アセットマネジメント株式会社に商号変更

 

(ⅲ)大株主の状況（平成29年９月末現在）

名称 住所（所在地）
所有株式数

（株）

持株比率

（％）

ＳＯＭＰＯホールディング

ス株式会社

東京都新宿区西新宿一丁目

26番１号
24,085 100.0

 

２【投資方針】

（１）【投資方針】

ａ．基本方針

この投資信託は、信託財産の中長期的な成長を目指して運用を行います。

 

ｂ．運用方針

①　投資対象

日本および先進国の債券、株式等に投資する投資信託証券を主要投資対象とします。

なお、短期金融資産等に直接投資する場合があります。

②　投資態度

(ⅰ)　主として別に定める投資信託証券（以下、「指定投資信託証券」といいます。）への投

資を通じて、実質的に日本および先進国の債券、株式等に分散投資します。なお、指定投

資信託証券については、資産規模、流動性、コスト等を考慮して選定し、継続的なモニタ

リングを行い、必要に応じて入れ替えも行います。

(ⅱ)　外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを行います。なお、先進国株式

部分の投資信託証券が投資する米ドル建て以外の通貨建て資産については、米ドルに対す

る当該資産通貨の為替変動の影響を受けます。

(ⅲ)　各資産への配分比率は、中期的な運用収益目標（年率４％程度（運用管理費用（信託報

酬）等控除後）・円ベース）を目指し、当社開発のモデルに基づく一貫した投資判断（定

量判断）により決定のうえ、機動的にリバランスします。

(ⅳ)　基準価額の下落リスクを抑制するため、純資産総額に対して日本株式および先進国株式

部分の割合を０％まで引き下げ、短期金融資産を50％まで保有する場合があります。
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(Ⅴ)　資金動向、市況動向、残存信託期間その他特殊な状況等によっては、上記のような運用

ができない場合があります。

 

※ファンドの運用の基本方針に基づき、投資対象とする投資信託証券の具体的な投資先を重視して指定

投資信託証券を選定しました。

 

（２）【投資対象】

①　この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げる特定資産（投資信託及び投資

法人に関する法律第２条第１項で定めるものをいいます。以下同じ。）とします。

イ．有価証券

ロ．金銭債権

ハ．約束手形

 

②　委託会社は、信託金を、主として別に定める投資信託証券
※
（投資信託および外国投資信託

の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第10号で定めるものをいいます。）ならびに投資証

券または外国投資証券（金融商品取引法第２条第１項第11号で定めるものをいいます。）をい

います。以下同じ。）のほか、次の有価証券（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価

証券とみなされる同項各号に掲げる権利を除きます。）に投資することを指図します。

１．コマーシャル・ペーパーおよび短期社債等

２．外国または外国の者の発行する証券または証書で、前記１.の証券または証書の性質を有

するもの

３．国債証券、地方債証券、特別の法律により法人の発行する債券および社債券（新株引受権

証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券の新株引受権証券および短期社債等を

除きます。）

４．外国法人が発行する譲渡性預金証書

５．指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信託

の受益証券に限ります。）

なお、前記３.の証券を以下「公社債」といい、公社債に係る運用の指図は買い現先取引

（売戻し条件付の買い入れ）および債券貸借取引（現金担保付き債券借入れ）に限り行うこ

とができるものとします。

 

※別に定める投資信託証券とは次のものをいいます。

親投資信託　損保ジャパン日本債券マザーファンド

親投資信託　損保ジャパン外国債券マザーファンド

追加型投資信託証券　ＴＯＰＩＸ連動型上場投資信託

追加型投資信託証券　iシェアーズ　TOPIX　ETF

追加型投資信託証券　ＭＡＸＩＳ トピックス上場投信

追加型投資信託証券　iシェアーズ MSCI コクサイ ETF

追加型投資信託証券　iシェアーズ・コア MSCI 先進国株（除く日本 ）ETF

追加型投資信託証券　ＭＡＸＩＳ 海外株式（ＭＳＣＩコクサイ）上場投信

 

③　委託会社は、信託金を、前記②に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品（金融商品取

引法第２条第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）に

より運用することを指図することができます。

１．預金

２．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第14号に規定する受益証券発行信託を除き

ます。）
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３．コール・ローン

４．手形割引市場において売買される手形

 

④　前記②の規定にかかわらず、この信託の設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応等、

委託会社が運用上必要と認めるときには、委託会社は、信託金を前記③に掲げる金融商品によ

り運用することの指図ができます。

 

（参考）指定投資信託証券の概要

名称 損保ジャパン日本債券マザーファンド

形態 国内籍親投資信託（円建て）

運用の基本方針 主として、日本の公社債を中心に分散投資を行い、インカムの確保

を図るとともに金利低下や格付け上昇に伴うキャピタルゲインの獲

得を狙い、NOMURA-BPI総合指数を中長期的に上回る投資成果を目指

します。

主な投資制限 ・株式への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以内としま

す。

・外貨建資産への投資割合には制限を設けません。

・一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に対する株式等エ

クスポージャー、債券等エクスポージャーおよびデリバティブ等エ

クスポージャーの信託財産の純資産総額に対する比率は、原則とし

て、それぞれ10％、合計で20％以内とすることとし、当該比率を超

えることとなった場合には、一般社団法人投資信託協会規則に従い

当該比率以内となるよう調整を行うこととします。

設定日 平成12年７月31日

信託期間 無期限

決算日 原則として、毎年７月15日

信託報酬等 ありません。

委託会社 損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社

受託会社 みずほ信託銀行株式会社

  

名称 損保ジャパン外国債券マザーファンド

形態 国内籍親投資信託（円建て）

運用の基本方針 主として日本を除く先進各国の政府、政府機関等の発行する外国債

券を中心に分散投資を行い、国内債より相対的に高いインカムの確

保を図るとともに金利低下や格付け上昇に伴うキャピタルゲインの

獲得を狙い、シティ世界国債インデックス（除く日本、円ヘッジ・

円ベース）を中長期的に上回る投資成果を目指します。

主な投資制限 ・株式への投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以内としま

す。

・外貨建資産への投資割合には制限を設けません。

・一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に対する株式等エ

クスポージャー、債券等エクスポージャーおよびデリバティブ等エ

クスポージャーの信託財産の純資産総額に対する比率は、原則とし

て、それぞれ10％、合計で20％以内とすることとし、当該比率を超

えることとなった場合には、一般社団法人投資信託協会規則に従い

当該比率以内となるよう調整を行うこととします。

設定日 平成12年７月31日

信託期間 無期限

決算日 原則として、毎年７月15日

信託報酬等 ありません。

委託会社 損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社

受託会社 みずほ信託銀行株式会社

  

名称 ＴＯＰＩＸ連動型上場投資信託
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形態 国内籍投資信託

運用の基本方針 東証株価指数（TOPIX）に連動する投資成果を目指します。

主な投資制限 ・株式への投資割合には、制限を設けません。

・委託者が投資することを指図する株式は、東京証券取引所第一部

に上場(上場予定を含みます。)している銘柄のうち、TOPIXに採用

されているまたは採用が決定された銘柄の株式の発行会社の発行す

るものとします。ただし、株主割当により取得する株式について

は、この限りではありません。

信託期間 無期限

決算日 7月10日

取引通貨 円

運用管理費用

（信託報酬）

信託報酬の総額は、ファンドの計算期間を通じて毎日、次の①によ

り計算した額に、次の②により計算した額を加えて得た額としま

す。ただし、次の①により計算した額(税抜)に、次の②により計算

した額(税抜)を加算して得た額は、信託財産の純資産総額に年

10,000分の24を乗じて得た額から受益権の上場に係る費用および東

証株価指数の商標(これに類する商標を含みます。)の使用料(以

下、「商標使用料」といいます。)のうち受益者負担とした額を控

除した額を超えないものとします。

①信託財産の純資産総額に年10,000分の25.92(税抜年10,000分の

24)以内で委託者が定める率を乗じて得た額とします。

②株式の貸付を行なった場合は、その品貸料の54％(税抜50％)以内

の額。委託会社と受託会社の配分については折半とします。

その他の費用・手数料 信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託

者の立替えた立替金の利息等は、受益者の負担とし、信託財産中か

ら支払われます。

運用会社 野村アセットマネジメント株式会社

  

名称 iシェアーズ　TOPIX　ETF

形態 国内籍投資信託

運用の基本方針 東証株価指数（TOPIX）の動きと高位に連動することを目指しま

す。

主な投資制限 ・株式以外の資産への投資は、原則として信託財産総額の、50％未

満とします。

・外貨建資産への投資は、原則、行ないません。

信託期間 無期限

決算日 ２月９日、８月９日

取引通貨 円

運用管理費用

（信託報酬）

計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に対し年0.0648％

（税抜0.06％）以内で委託会社が定める率を乗じて得た金額としま

す。

その他の費用・手数料 信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託

者の立替えた立替金の利息等、信託財産に係る監査費用等は、受益

者の負担とし、信託財産中から支払われます。

運用会社 ブラックロック・ジャパン株式会社

 

EDINET提出書類

損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社(E12434)

有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

14/67



 

名称 ＭＡＸＩＳ トピックス上場投信

形態 国内籍投資信託

運用の基本方針 東証株価指数（TOPIX）の値動きに連動する投資成果を目指しま

す。

主な投資制限 ・株式への投資割合には制限を設けません。

・外貨建資産への投資は行いません。

・投資信託証券への投資は行いません。

・同一銘柄の株式への投資割合に制限を設けません。

信託期間 無期限

決算日 １月16日、７月16日

取引通貨 円

運用管理費用

（信託報酬）

委託会社および受託会社の信託報酬の総額は、以下により計算され

る①と②の合計額とします。

①ファンドの計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に年

0.08424％
※
以内（税抜年0.078％以内）の率を乗じて得た額

②信託約款に規定する有価証券の貸付の指図を行った場合は、その

品貸料の54％
※
以内（税抜50％以内）の額

※上記の計算方法は簡便法であるため、算出された値は概算値にな

ります。

その他の費用・手数料 信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託

者の立替えた立替金の利息等は、受益者の負担とし、信託財産中か

ら支払われます。

運用会社 三菱ＵＦＪ国際投信株式会社

  

名称 iシェアーズ MSCI コクサイ ETF

形態 米国籍投資信託

運用の基本方針 ＭＳＣＩコクサイ・インデックスの動きと高位に連動することを目

指します。

主な投資制限 ・ＭＳＣＩコクサイ・インデックス構成銘柄以外への投資は10％以

内とします。

信託期間 無期限

決算日 7月末

取引通貨 USドル

管理報酬等 計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に対し年0.25％

その他の費用・手数料 支払利息、信託財産に関する租税、有価証券売買時の売買委託手数

料、その他特別費用などは受益者の負担とし、信託財産中から支払

われます。

運用会社 ブラックロック・ファンド・アドバイザーズ
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名称 iシェアーズ・コア MSCI 先進国株（除く日本 ）ETF

形態 国内籍投資信託

運用の基本方針 ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（国内投信用 円建て）の動きと

高位に連動することを目指します。

主な投資制限 ・株式の投資割合には、制限を設けません。

・外貨建資産への投資割合には、制限を設けません。

・投資信託証券（上場投資信託証券を除きます。）への投資割合

は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。

信託期間 無期限

決算日 ２月９日、８月９日

取引通貨 円

運用管理費用

（信託報酬）

ファンドの実質的な信託報酬（①＋②）は、信託財産の純資産総額

に対し年0.2052％（税抜0.19％）以内となります。

※投資する上場投資信託証券の投資比率や報酬率が変更になる可能

性があり、実質的な負担についても変動することがあります。

①当ファンドの信託報酬

計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に対し年0.2052％

（税抜0.19％）以内で委託会社が定める率を乗じて得た金額としま

す。

②投資する上場投資信託証券に係る報酬等

投資する上場投資信託証券において報酬等がかかりますが、投資銘

柄や組入比率は固定されていないため、事前に料率、上限額などを

表示することができません。また、報酬等は、上場投資信託証券の

運用会社等に支払われます。

その他の費用・手数料 上場に係る費用、対象指数の商標の使用料について、ファンドの純

資産総額の年0.0486％（税抜0.045％）を上限として、毎計算期

末、または信託終了のときファンドから支払うことができます。

信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託

者の立替えた立替金の利息等は、受益者の負担とし、信託財産中か

ら支払われます。

運用会社 ブラックロック・ジャパン株式会社

  

名称 ＭＡＸＩＳ 海外株式（ＭＳＣＩコクサイ）上場投信

形態 国内籍投資信託

運用の基本方針 日本円換算したＭＳＣＩコクサイ・インデックスの値動きに連動す

る投資成果を目指します。

主な投資制限 ・外貨建資産への直接投資は行いません。

・投資信託証券への投資割合に制限を設けません。

信託期間 無期限

決算日 ６月８日、12月８日

取引通貨 円

運用管理費用

（信託報酬）

・委託会社および受託会社の信託報酬の総額は、ファンドの計算期

間を通じて毎日、以下により計算されます。

信託財産の純資産総額×年0.162％
※
（税抜年0.15％）以内の率

※上記の計算方法は簡便法であるため、算出された値は概算値にな

ります。

・受益者が負担する実質的な信託報酬率は、次の通りとなります。

年0.27％（税込）程度

（注）上記は、投資対象とする投資信託証券における信託報酬率を

含めた実質的な信託報酬率を算出したものです。各投資信託証券へ

の投資比率が変動する可能性や投資信託証券の変更の可能性がある

ことから、実質的な信託報酬率は変動します。したがって事前に固

定の料率、上限額等を表示することはできません。
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その他の費用・手数料 信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託

者の立替えた立替金の利息等は、受益者の負担とし、信託財産中か

ら支払われます。

運用会社 三菱ＵＦＪ国際投信株式会社

 

※上記指定投資信託証券は、平成29年９月末現在における投資対象とする投資信託証券であり、今後変

更となる場合があります。

※上記すべての投資信託証券に投資するとは限りません。

※上記の内容(親投資信託を除く)は、各ETFの直近の目論見書等で開示されているものです。運用管理

費用（信託報酬）等は、今後変更される場合があります。上記のほか、対象株価指数に係る商標使用料

や監査費用等の諸費用が発生する場合があります。

 

・東証株価指数（TOPIX）は、東京証券取引所第一部上場全銘柄の基準時（1968年１月４日終値）の時

価総額を100として、その後の時価総額を指数化したものです。東証株価指数（TOPIX）は、東京証券取

引所の知的財産であり、東京証券取引所は、TOPIXの算出もしくは公表の方法の変更、TOPIXの算出もし

くは公表の停止またはTOPIXの商標の変更もしくは使用の停止を行う権利を有しています。

・MSCIコクサイ・インデックスは、MSCI Inc.が開発した、日本を除く世界主要国の株価指数を、各国

の株式時価総額をベースに合成した株価指数です。同指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権

利はMSCI Inc.に帰属します。また、MSCI Inc.は、同指数の内容を変える権利および公表を停止する権

利を有しています。
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（３）【運用体制】

（運用体制）

①総合投資会議は、ファンドの基本運用方針の分析と決定を行います。

②各資産投資戦略会議は、総合投資会議の基本運用方針に基づき、ファンドの運用戦略を決定

し、各運用担当部が運用計画を策定します。

③各運用担当部で策定された運用計画に基づき、運用管理部トレーディング室が最良執行の観点

から売買を執行します。

④運用状況の分析・評価等は運用担当部で行い、総合投資会議に報告されます。また、売買

チェック、リスク管理、各種法令、ガイドライン遵守の状況は、コンプライアンス・リスク管

理部で確認を行い、コンプライアンス・リスク管理委員会に報告されます。

（社内規程）

社内規程でファンドの「業務マニュアル」を定めている他、有価証券売買の発注先に関する各

種規程や「有価証券の自己取引制限に関する規程」、「行動規程」、「コンプライアンス・マ

ニュアル」等の服務規程を定め、法令遵守の徹底、インサイダー取引の防止に努めています。

また、外部委託先の管理体制については、当社が当社以外の者に業務を委託するときの基本事

項等を定めた「外部委託管理規程」に従い、定期モニタリング等を実施しています。

 

※平成29年９月末現在のものであり、今後変更されることもあります。
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（４）【分配方針】

毎決算時（原則として12月25日。休業日の場合は翌営業日。）に、原則として以下の方針に基づ

き分配を行います。

①　分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた利子、配当収入と売買益（評価損益を含み

ます。）等の全額とします。

②　収益分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、必ず

分配を行うものではありません。

③　留保益の運用については特に制限を設けず、委託会社の判断に基づき、元本部分と同一の運用

を行います。

 

※将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

 

中長期的な観点から、複利効果による資産の成長を目指すために分配を抑えるファンドです。

 

 

（５）【投資制限】

ａ．当ファンドの信託約款に基づく投資制限

①　投資信託証券への投資割合には制限を設けません。

②　外貨建資産への実質投資割合には制限を設けません。

③　デリバティブの直接利用は行いません。

④　株式への直接投資は行いません。

⑤　同一銘柄の投資信託証券への投資割合には制限を設けません。

⑥　特別の場合の外貨建有価証券への投資制限

外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認め

られる場合には、制約されることがあります。

⑦　外国為替予約の指図

委託会社は、信託財産に属する外貨建資産について、当該信託財産の為替ヘッジのため、

外国為替の売買の予約を指図することができます。

⑧　信用リスク集中回避のための投資制限

一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に対する株式等エクスポージャー、債券等

エクスポージャーおよびデリバティブ等エクスポージャーの信託財産の純資産総額に対する

比率は、原則として、それぞれ10％、合計で20％以内とすることとし、当該比率を超えるこ

ととなった場合には、一般社団法人投資信託協会規則に従い当該比率以内となるよう調整を

行うこととします。

⑨　資金の借入れ

（ⅰ）委託会社は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性に資するため、一部解約

に伴う支払資金の手当（一部解約に伴う支払資金の手当のために借り入れた資金の返済

を含みます。）を目的として、または再投資に係る収益分配金の支払資金の手当を目的

として、資金の借入れ（コール市場を通じる場合を含みます。）の指図をすることがで

きます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は行わないものとします。

（ⅱ）一部解約に伴う支払資金の手当に係る借入期間は、受益者への解約代金支払開始日か

ら信託財産で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代

金支払開始日から信託財産で保有する有価証券等の解約代金入金日までの間もしくは受

益者への解約代金支払開始日から信託財産で保有する有価証券等の償還金の入金日まで

の期間が５営業日以内である場合の当該期間とし、資金借入額は当該有価証券等の売却

代金、解約代金および償還金の合計額を限度とします。
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（ⅲ）収益分配金の再投資に係る借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁される日から

その翌営業日までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。

（ⅳ）借入金の利息は信託財産中より支弁します。

⑩　受託会社による資金の立替え

（ⅰ）信託財産に属する有価証券について、借替がある場合で、委託会社の申出があるとき

は、受託会社は資金の立替えをすることができます。

（ⅱ）信託財産に属する有価証券に係る償還金等、有価証券等に係る利子等およびその他の

未収入金で、信託終了日までにその金額を見積りうるものがあるときは、受託会社がこ

れを立替えて信託財産に繰入れることができます。

（ⅲ）前記（ⅰ）、（ⅱ）の立替金の決済および利息については、受託会社と委託会社との

協議によりそのつど別にこれを定めます。

 

３【投資リスク】

当ファンドの基準価額は、組入れられる有価証券等の値動き等による影響を受けますが、これらの運

用による損益はすべて投資者の皆様に帰属いたします。したがって、投資者の皆様の投資元本は保証さ

れているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。ま

た、投資信託は預貯金とは異なります。

当ファンドの主なリスクは以下のとおりです。

※基準価額の変動要因は、以下に限定されるものではありません。

 

＜当ファンドの投資にかかるリスク＞

①資産配分リスク

ファンドの資産配分比率が収益の源泉となる場合もありますが、配分比率が高い資産の価格が下落

した場合等には、ファンドの基準価額が下落する要因となります。

 

②価格変動リスク

株式や公社債の価格は、国内外の政治・経済情勢、市況等の影響を受けて変動します。また、一般

に、金利が上昇すると、公社債の価格は下落します。

実質的に組入れている株式や公社債の価格の下落は、ファンドの基準価額が下落する要因となりま

す。

 

③信用リスク

株式や公社債の価格は、発行体の財務状態、経営、業績等の悪化及びそれらに関する外部評価の悪

化等により下落することがあります。実質的に組入れている株式や公社債の価格の下落は、ファンド

の基準価額が下落する要因となります。

また発行体の倒産や債務不履行等の場合は、株式や公社債の価値がなくなることもあり、ファンド

の基準価額が大きく下落する場合があります。

 

④為替変動リスク

原則として、外貨建資産に対して、対円での為替ヘッジを行いますが、全ての為替変動リスクを排

除できるものではありません。

また、円金利よりも金利水準の高い通貨の為替ヘッジを行った場合、金利差に相当するヘッジコス

トが発生し、ファンドの基準価額が下落する要因となります。

なお、為替市場の状況によっては、金利差相当分以上のヘッジコストが発生する場合があります。

先進国株式部分は、原則として米ドル売り円買いの為替ヘッジを行いますが、先進国株式部分の投

資信託証券が投資する米ドル建て以外の通貨建て資産については、米ドルに対する当該資産通貨の為

替変動の影響を受けます。
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⑤コール・ローン等の短期金融商品の取引相手の債務不履行等により、当該金融商品等の取引ができ

なかった場合等は、ファンドが影響を受ける場合があります。

 

＜その他の留意点＞

①運用収益目標とは、必ずしも一定の収益を獲得できる運用を意味するものではなく、記載されてい

る運用収益目標の数値は、その達成を示唆・保証するものではありません。したがって投資者の元

本が保証されるものではなく、当ファンドの基準価額は下落する可能性があります。

 

②クーリングオフ制度（金融商品取引法第37条の６）の適用はありません。

 

③収益分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、収益分配金が

支払われると、その金額相当分、基準価額は下がります。収益分配金は、計算期間中に発生した収

益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合があります。そ

の場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、収益分配金

の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。投資者のファ

ンドの購入価額によっては、収益分配金の一部又は全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当す

る場合があります。ファンド購入後の運用状況により、収益分配金額より基準価額の値上がりが小

さかった場合も同様です。

 

④マザーファンドに投資する別のベビーファンドの追加設定・解約等により、当該マザーファンドに

おいて売買等が生じた場合等には、当ファンドの基準価額が影響を受ける場合があります。

 

⑤ファンドの特色に記載の指定投資信託証券や基準配分比率は、当ファンドの中長期的な運用に資す

るため、見直しを行う場合があります。また、将来的に新たな投資信託証券が指定投資信託証券と

なった場合には、上記の基準価額の変動要因に記載されているリスク以外のリスクが生じる可能性

があります。

 

⑥ファンドに関連する法令・税制・会計等は今後変更される可能性があります。これに伴い、ファン

ドの基準価額が影響を受ける場合があります。

 

⑦販売会社より委託会社に対して申込金額の払込みが実際になされるまでは、ファンドも委託会社も

いかなる責任も負いません。

委託会社は収益分配金、償還金および一部解約金を販売会社に対して支払った後は、受益者への支

払いについての責任を負いません。

委託会社はファンドの設定・運用について、販売会社はお申込代金の預かり等を含む販売につい

て、それぞれ責任を有し、互いに他について責任を負いません。

 

⑧お申込み、ご換金に関わる留意点

＜お申込時＞

委託会社は、取得申込金額が多額であると判断した場合、この信託が主要投資対象とする投資信

託証券の申込みの停止ならびに基準価額算出の中止、取引所
※
における取引の停止、外国為替取引

の停止、取引市場における流動性が極端に低下した場合、取引市場の混乱、自然災害、テロ、大規

模停電、システム障害等により基準価額の算出が困難となった場合、その他やむを得ない事情があ

ると判断したときは、取得申込みの受付を中止すること、および既に受付けた取得申込みの受付を

取り消すことができるものとします。
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※金融商品取引法第２条第16項に規定する金融商品取引所および金融商品取引法第２条第８項第３

号ロに規定する外国金融商品市場をいいます。以下同じ。

 

＜ご換金時＞

委託会社は、一部解約の請求金額が多額であると判断した場合、この信託が主要投資対象とする

投資信託証券の解約および換金の停止ならびに基準価額算出の中止、取引所における取引の停止、

外国為替取引の停止、取引市場における流動性が極端に低下した場合、取引市場の混乱、自然災

害、テロ、大規模停電、システム障害等により基準価額の算出が困難となった場合、その他やむを

得ない事情があると判断したときは、一部解約の実行の請求の受付を中止すること、および既に受

付けた一部解約の実行の請求の受付を取り消すことができるものとします。一部解約の実行の請求

の受付が中止された場合には、受益者は当該受付け中止以前に行った当日の一部解約の実行の請求

を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約の実行の請求を撤回しない場合には、当該受益権

の解約価額は、当該受付け中止を解除した後の最初の基準価額の計算日に一部解約の実行の請求を

受付けたものとし、信託約款の規定に準じて算出した価額とします。

 

＜リスクの管理体制＞

（注）上図は、平成29年９月末現在のものであり、今後変更されることもあります。
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４【手数料等及び税金】

（１）【申込手数料】

＜申込み時に受益者が負担する費用・税金＞

時期 項目 費用・税金  

申込み時

申込手数

料及び

消費税等

相当額

申込手数料は、取得申込受付日の翌営業日の基準

価額（当初申込期間中は１口当たり１円）に

2.16％（税抜 2.0％）を上限として販売会社が定

めた申込手数料率を乗じて得た額です。

※申込手数料率の詳細につきましては、販売会社

までお問い合わせください。

販売会社によるファン

ドの商品説明・投資環

境の説明・事務処理等

の対価

※１　基準価額とは、信託財産に属する資産を法令及び一般社団法人投資信託協会規則にしたがっ

て時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額（「純資産総額」といい

ます。）を、計算日における受益権総口数で除した価額をいいます。ただし、便宜上１万口当

たりに換算した価額で表示されることがあります。

※２　税法が改正された場合は、上記の内容が変更になることがあります。

※３　自動けいぞく投資契約に基づき収益分配金を再投資する場合は、手数料はかかりません。

 

（２）【換金（解約）手数料】

　換金（解約）手数料はかかりません。信託財産留保額はありません。

 

（３）【信託報酬等】

①　委託会社及び受託会社の信託報酬の総額は、計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に

年率0.9504％（税抜0.88％）を乗じて得た金額とし、委託会社と受託会社との間の配分は以下の

とおりです（下記④のとおり、委託会社は販売会社への配分を一旦収受します。）。

・運用管理費用（信託報酬）＝運用期間中の基準価額×信託報酬率

委託会社 年率0.40％（税抜） ファンドの運用の対価

販売会社 年率0.45％（税抜）
購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内

でのファンドの管理等の対価

受託会社 年率0.03％（税抜） 運用財産の管理、委託会社からの指図の実行等の対価

②　信託報酬は、毎日計上され、毎計算期間の最初の６ヵ月終了日及び毎計算期末または信託終了

のとき信託財産中から支弁するものとします。

③　信託報酬に対する消費税等相当額を信託報酬支弁のときに信託財産の中から支弁します（税額

は、税法改正時には変更となります。）。

④　信託報酬の販売会社への配分は、販売会社の行う業務に対する代行手数料であり、委託会社が

一旦信託財産から収受した後、取扱残高に応じて支払います。委託会社は、信託報酬を収受した

ときは、販売会社に対して代行手数料を遅滞なく支払うものとします。なお、販売会社への配分

には、消費税等相当額が含まれています。

⑤　上記の他に当ファンドが投資対象とする投資信託証券に関しても運用管理費用（信託報酬）等

がかかります。（年率0.049％程度（税抜））

※基準配分比率に基づき算出したものです。

⑥　当ファンドが投資対象とする投資信託証券の運用管理費用（信託報酬）等を加えた当ファンド

の実質的な信託報酬率は、当ファンドの純資産総額に対して年率1.00332％（税抜0.929％）程度

となります。

※各投資信託証券への投資比率が変動する可能性や投資信託証券の変更の可能性があることなどから、実質的な信託

報酬率は変動することがあり、あらかじめ上限額等を記載することができません。そのため、実質的な信託報酬率

は概算で表示しています。

※当ファンドが投資対象とする投資信託証券の運用管理費用（信託報酬）等の詳細については、（参考）指定投資信

託証券の概要をご参照ください。

※上記の信託報酬等は、平成29年９月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。
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⑦　組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料は、信託財産が負担します。この他に、売

買委託手数料に対する消費税等相当額及びコール取引等に要する費用及び外国における資産の保

管等に要する費用についても信託財産が負担します。信託財産の証券取引等に伴う手数料や税金

は信託財産が負担しますが、売買委託手数料や有価証券取引税等証券取引に伴う手数料や税金は

国や市場によって異なります。また、売買金額によっても異なります。

売買委託手数料 有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

保管費用 有価証券等の保管等のために、海外の銀行等に支払う費用

 

（４）【その他の手数料等】

①　信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用及び受託会社の立替えた立替金の利息

（「諸経費」といいます。）は、受益者の負担とし、信託財産中から支弁します。

 

②　委託会社は、前記①に定める信託事務の処理に要する諸費用のうち監査費用の支払いを信託財

産のために行い、支払金額の支弁を信託財産から受けることができます。この場合、信託財産に

かかる監査費用および当該監査費用にかかる消費税等に相当する金額は、実際の費用額（年間27

万円（税抜25万円））を上限として、純資産総額に定率（年0.004752％（税抜0.0044％））を乗

じて日々計算し、毎計算期間の最初の６ヵ月終了日及び毎計算期末または信託終了のとき信託財

産からその支弁を受けることとします。なお、監査費用の上限金額については、変動する可能性

があります。

監査費用 監査法人に支払うファンド監査にかかる費用

 

（５）【課税上の取扱い】

①　個人の受益者に対する課税

＜収益分配時＞

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金については、20.315％（所得税15.315％および地

方税５％）の税率が適用されます。

 

＜一部解約時および償還時＞

一部解約時および償還時の差益（譲渡益）については、譲渡所得等として課税対象となり、

20.315％（所得税15.315％および地方税５％）の税率が適用されます。

 

②　法人の受益者に対する課税

　収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに一部解約時および償還時の個別元本超過

額については、15.315％（所得税15.315％）の税率で源泉徴収され法人の受取額となります。地

方税の源泉徴収はありません。

 

(注１)　個別元本について

・追加型株式投資信託について、受益者毎の信託時の受益権の価額等（申込手数料および当該申込

手数料にかかる消費税等相当額は含まれません。）が当該受益者の元本（個別元本）にあたりま

す。

・受益者が同一ファンドの受益権を複数回取得した場合、個別元本は、当該受益者が追加信託を行

うつど当該受益者の受益権口数で加重平均することにより算出されます。

・ただし、同一ファンドを複数の販売会社で取得する場合等については個別元本の計算方法が異な

る場合があります。受益者が元本払戻金（特別分配金）を受け取った場合、収益分配金発生時に

その個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した額が、その後の当該受益者の個別元
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本となります（「元本払戻金（特別分配金）」については、下記＜収益分配金の課税について＞

をご参照ください。）。

 

(注２)　収益分配金の課税について

・追加型株式投資信託の収益分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる

「元本払戻金（特別分配金）」（受益者毎の元本の一部払戻しに相当する部分）の区分がありま

す。受益者が収益分配金を受け取る際、①当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別

元本と同額の場合または当該受益者の個別元本を上回っている場合には、当該収益分配金の全額

が普通分配金となり、②当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本を下回ってい

る場合には、その下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）となり、当該収益分配金から当該

元本払戻金（特別分配金）を控除した額が普通分配金となります。

　なお、受益者が元本払戻金（特別分配金）を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元

本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本となりま

す。

 

※配当控除、益金不算入制度の適用はありません。

※公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度の適用対象です。

・少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」をご利用の場合

毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得及び譲渡所得

が一定期間非課税となります。ご利用になれるのは、販売会社で非課税口座を開設するなど、一

定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

※上記は平成29年９月末現在のものですので、税法が改正された場合等には、税率等が変更される場

合があります。税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めしま

す。
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５【運用状況】

ファンドの有価証券届出書提出日は設定日（平成29年12月21日）前であるため、該当事項はあり

ません。

 

（１）【投資状況】

該当事項はありません。

 

（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

該当事項はありません。

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

③【その他投資資産の主要なもの】

該当事項はありません。

 

（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

該当事項はありません。

②【分配の推移】

該当事項はありません。

③【収益率の推移】

該当事項はありません。

 

（４）【設定及び解約の実績】

該当事項はありません。

 

＜参考情報＞運用実績

ファンドの有価証券届出書提出日は設定日（平成29年12月21日）前であるため、以下に記載すべき

該当事項はありません。

 

基準価額・純資産の推移

分配の推移

主要な資産の状況

年間収益率の推移

 

ファンドにはベンチマークはありません。

 

※ファンドの運用状況は別途、委託会社のホームページで開示される予定です。
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第２【管理及び運営】

１【申込（販売）手続等】

(１)　ファンドの受益権の取得申込みは、当初申込期間は販売会社の営業時間内にお申込みいただく

ことができます。

継続申込期間は、申込期間内における毎営業日において、いつでも申込みいただくことができ

ます。ただし、継続申込期間中であっても下記の取得申込不可日にあたる日は取得のお申込みの

受付はできません。

＜取得申込不可日＞

・ニューヨークの銀行の休業日

・ロンドンの銀行の休業日

・ニューヨーク証券取引所の休業日

・ロンドン証券取引所の休業日

・フランクフルト証券取引所の休業日

・ユーロネクスト・パリの休業日

お申込みの受付は原則として午後３時までとし、それ以降のお申込みは、翌営業日の取扱いと

なります（受付時間については、販売会社により異なる場合がありますので、詳細につきまして

は、販売会社にご確認ください。）。

 

委託会社は、取得申込金額が多額であると判断した場合、この信託が主要投資対象とする投資

信託証券の申込みの停止ならびに基準価額算出の中止、取引所における取引の停止、外国為替取

引の停止、取引市場における流動性が極端に低下した場合、取引市場の混乱、自然災害、テロ、

大規模停電、システム障害等により基準価額の算出が困難となった場合、その他やむを得ない事

情があると判断したときは、取得申込みの受付を中止すること、および既に受付けた取得申込み

の受付を取り消すことができるものとします。

 

(２)　受益権の取得申込者は、販売会社に取引口座を開設します。ファンドには、分配金を受け取る

「一般コース」と、収益の分配がなされた場合で税金を差引いた後に分配金を再投資する「自動

けいぞく投資コース」があり、ファンドの取得申込みの際に、いずれかのコースをお選びいただ

くことになります。

※販売会社によってはいずれか一つのコースのみの取扱いとなる場合もあります。

 

(３)　当該受益権の申込価額は、当初申込期間は１口当たり１円です。継続申込期間は取得申込受付

日の翌営業日における基準価額
※
とします。

 

※基準価額とは、信託財産に属する資産を法令および一般社団法人投資信託協会規則にしたがっ

て時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額（「純資産総額」といい

ます。）を、計算日における受益権総口数で除した価額をいいます。ただし、便宜上１万口当

たりに換算した価額で表示されることがあります。

 

　ファンドの基準価額については、委託会社または販売会社に問い合わせることにより知るこ

とができるほか、原則として翌日付の日本経済新聞朝刊に掲載されます。

 

■委託会社の照会先

損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社

電話番号　　 0120-69-5432 (受付時間：営業日の午前９時～午後５時)

ホームページ http://www.sjnk-am.co.jp/
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(４)　お申込みには申込手数料及び申込手数料に対する消費税等相当額を要します。申込手数料は、

取得申込受付日の翌営業日の基準価額（当初申込期間中は１口当たり１円）に、2.16％（税抜

2.0％）を上限として販売会社が定めた申込手数料率を乗じて得た額です。

　自動けいぞく投資契約に基づき収益分配金を再投資する場合は、手数料はかかりません。

※申込手数料率の詳細につきましては、販売会社までお問い合わせください。

 

(５)　お申込単位は、販売会社が定める単位とします。

※申込単位等の詳細につきましては、販売会社までお問い合わせください。

 

(６)　取得申込者は販売会社に、取得申込と同時にまたは予め、自己のために開設されたこの信託の

受益権の振替を行うための振替機関等の口座を示すものとし、当該口座に当該取得申込者に係る

口数の増加の記載または記録が行われます。なお、販売会社は、当該取得申込の代金の支払いと

引き換えに、当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の記載または記録を行うことができま

す。委託会社は、追加信託により分割された受益権について、振替機関等の振替口座簿への新た

な記載または記録をするため社振法に定める事項の振替機関への通知を行うものとします。振替

機関等は、委託会社から振替機関への通知があった場合、社振法の規定にしたがい、その備える

振替口座簿への新たな記載または記録を行います。受託会社は、追加信託により生じた受益権に

ついては追加信託のつど、振替機関の定める方法により、振替機関へ当該受益権に係る信託を設

定した旨の通知を行います。

 

２【換金（解約）手続等】

(１)　受益者は日本における委託会社および販売会社の各営業日に一部解約の実行を請求することが

できます。ただし、下記の日においては一部解約の実行の請求を受け付けないものとします。

＜解約申込不可日＞

・ニューヨークの銀行の休業日

・ロンドンの銀行の休業日

・ニューヨーク証券取引所の休業日

・ロンドン証券取引所の休業日

・フランクフルト証券取引所の休業日

・ユーロネクスト・パリの休業日

 

　　　一部解約の受付は原則として午後３時までとし、それ以降のお申込みは翌営業日の取扱いとな

ります（受付時間については、販売会社により異なる場合がありますので、詳細につきまして

は、販売会社にご確認ください。）。

 

(２)　受益者は、自己に帰属する受益権について、販売会社が定める単位をもって一部解約の実行を

請求することができます。

　一部解約の単位の詳細につきましては、販売会社までお問い合わせください。

 

(３)　一部解約の価額は、解約請求受付日の翌営業日の基準価額とします。解約代金は原則として解

約請求受付日から起算して５営業日目から販売会社の営業所等で支払われます。解約に係る手数

料はありません。

 

　ご換金時には税金が課せられます。詳しくは有価証券届出書「第二部ファンド情報　第１ファ

ンドの状況　４手数料等及び税金（５）課税上の取扱い」をご参照ください。

 

(４)　委託会社は、換金の申込金額が多額であると判断した場合、この信託が主要投資対象とする投

資信託証券の解約および換金の停止ならびに基準価額算出の中止、取引所における取引の停止、
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外国為替取引の停止、取引市場における流動性が極端に低下した場合、取引市場の混乱、自然災

害、テロ、大規模停電、システム障害等により基準価額の算出が困難となった場合、その他やむ

を得ない事情があると判断したときは、一部解約の実行の請求の受付を中止すること、および既

に受付けた一部解約の実行の請求の受付を取り消すことができるものとします。一部解約の実行

の請求の受付が中止された場合には、受益者は当該受付け中止以前に行った当日の一部解約の実

行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約の実行の請求を撤回しない場合には、

当該受益権の解約価額は、当該受付け中止を解除した後の最初の基準価額の計算日に一部解約の

実行の請求を受付けたものとし、信託約款の規定に準じて算出した価額とします。

 

(５)　換金の請求を行う受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して当該受益者の請求

に係るこの信託契約の一部解約を委託会社が行うのと引き換えに、当該一部解約に係る受益権の

口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座にお

いて当該口数の減少の記載または記録が行われます。

 

（６)　信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の解約請求を制限する場合があります。

 

３【資産管理等の概要】

（１）【資産の評価】

①　基準価額は、原則として各営業日に委託会社が計算します。

　基準価額とは、信託財産に属する資産を法令および一般社団法人投資信託協会規則にしたがっ

て時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額（「純資産総額」といいま

す。）を、計算日における受益権総口数で除した価額をいいます。

　なお、外貨建資産（外国通貨表示の有価証券、預金その他の資産をいいます。）の円換算は、

原則として、わが国における計算日の対顧客電信売買相場の仲値によって計算します。ただし、

一般社団法人投資信託協会規則に別段の定めがある場合には同規則の定めるところによります。

また、外国為替の予約取引の評価は、原則として、わが国における計算日の対顧客先物売買相場

の仲値によって計算します。ただし、一般社団法人投資信託協会規則に別段の定めがある場合に

は同規則の定めるところによります。

 

②　基準価額は、毎営業日に委託会社および販売会社に問い合わせることにより知ることができま

す。また、基準価額は原則として、翌日付の日本経済新聞朝刊に掲載されます。なお、基準価額

は１万口単位で表示されたものが発表されます。

委託会社は、ファンドが主要投資対象とする投資信託証券の基準価額算出の中止、取引所にお

ける取引の停止、外国為替取引の停止、取引市場における流動性が極端に低下した場合、取引市

場の混乱、自然災害、テロ、大規模停電、システム障害等により基準価額の公表を中止すること

があります。

 

■委託会社の照会先

損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社

電話番号　　 0120-69-5432 (受付時間：営業日の午前９時～午後５時)

ホームページ http://www.sjnk-am.co.jp/

 

（２）【保管】

　該当事項はありません。

 

（３）【信託期間】

　平成34年12月26日までとします。ただし、この信託期間中に信託約款第41条第１項、第43条第

１項、第44条第１項および第46条第２項に規定する事由が生じた場合には、この信託を終了させ
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ることができます。また、信託期間満了前に、信託期間の延長が受益者に有利であると認めたと

きは、受託会社と協議のうえ、信託期間を延長することができます。

 

（４）【計算期間】

　ファンドの計算期間は、原則として毎年12月26日から翌年12月25日までとします。なお、前記

の原則により各計算期間終了日に該当する日（以下「該当日」といいます。）が休業日のとき

は、各計算期間終了日は該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるものと

します。ただし、第１期計算期間は、平成29年12月21日から平成30年12月25日までとし、最終計

算期間の終了日は、信託約款第４条に定める信託期間の終了日とします。

 

（５）【その他】

①　信託契約の解約

(ⅰ) 委託会社は、信託期間中において、信託契約の一部を解約することにより、受益権の口数が

10億口を下回ることとなった場合、この信託契約を解約することが受益者のため有利である

と認めるとき、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託会社と合意のうえ、この信

託契約を解約し、信託を終了させることができます。この場合において、委託会社は、あら

かじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。

(ⅱ) 委託会社は、前記(ⅰ)の事項について、書面による決議（以下「書面決議」といいます。）

を行います。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに信託契約の解約の理由

などの事項を定め、当該決議の日の２週間前までに、この信託契約に係る知れている受益者

に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の通知を発します。

(ⅲ) 前記(ⅱ)の書面決議において、受益者（委託会社およびこの信託の信託財産にこの信託の受

益権が属するときの当該受益権に係る受益者としての受託会社を除きます。以下(ⅲ)におい

て同じ。）は受益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができます。な

お、知れている受益者が議決権を行使しないときは、当該知れている受益者は書面決議につ

いて賛成するものとみなします。

(ⅳ) 前記(ⅱ)の書面決議は議決権を行使することができる受益者の議決権の３分の２以上に当た

る多数をもって行います。

(ⅴ) 前記(ⅱ)から(ⅳ)までの規定は、委託会社が信託契約の解約について提案をした場合におい

て、当該提案につき、この信託契約に係るすべての受益者が書面又は電磁的記録により同意

の意思表示をしたときには適用しません。また、信託財産の状態に照らし、真にやむを得な

い事情が生じている場合であって、前記(ⅱ)から(ⅳ)までの手続を行うことが困難な場合に

も適用しません。

 

②　信託契約に関する監督官庁の命令

(ⅰ) 委託会社は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にしたが

い、信託契約を解約し信託を終了させます。

(ⅱ) 委託会社は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、信託約款

第42条の規定にしたがいます。

 

③　委託会社の登録取消等に伴う取扱い

(ⅰ) 委託会社が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したとき

は、委託会社は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。

(ⅱ) 前記(ⅰ)の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約に関する委託会社の業務を他の投資

信託委託会社に引き継ぐことを命じたときは、この信託は、信託約款第42条第２項の書面決議

で否決された場合を除き、当該投資信託委託会社と受託会社との間において存続します。
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④　委託会社の事業の譲渡および承継に伴う取扱い

(ⅰ) 委託会社は、事業の全部又は一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託契約に関す

る事業を譲渡することがあります。

(ⅱ) 委託会社は、分割により事業の全部又は一部を承継させることがあり、これに伴い、この信

託契約に関する事業を承継させることがあります。

 

⑤　受託会社の辞任および解任に伴う取扱い

(ⅰ) 受託会社は、委託会社の承諾を受けてその任務を辞任することができます。受託会社がその

任務に違反して信託財産に著しい損害を与えたことその他重要な事由があるときは、委託会社

または受益者は、裁判所に受託会社の解任を申立てることができます。受託会社が辞任した場

合、または裁判所が受託会社を解任した場合、委託会社は、信託約款第42条の規定にしたが

い、新受託会社を選任します。なお、受益者は、上記によって行う場合を除き、受託会社を解

任することはできないものとします。

(ⅱ) 委託会社が新受託会社を選任できないときは、委託会社はこの信託契約を解約し、信託を終

了させます。

 

⑥　信託約款の変更等

(ⅰ) 委託会社は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生したとき

は、受託会社と合意のうえ、この信託約款を変更することまたはこの信託と他の信託との併合

（投資信託及び投資法人に関する法律第16条第２号に規定する「委託者指図型投資信託の併

合」をいいます。以下同じ。）を行うことができるものとし、あらかじめ、変更または併合し

ようとする旨およびその内容を監督官庁に届け出ます。なお、この信託約款は本⑥（ⅰ)から

（ⅶ）までに定める以外の方法によって変更することができないものとします。

(ⅱ) 委託会社は、前記(ⅰ)の事項（前記(ⅰ)の変更事項にあっては、その内容が重大なものに該

当する場合に限り、前記（ⅰ）の併合事項にあっては、その併合が受益者の利益に及ぼす影響

が軽微なものに該当する場合を除きます。以下「重大な信託約款の変更等」といいます。）に

ついて、書面決議を行います。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに重大な

信託約款の変更等の内容およびその理由などの事項を定め、当該決議の日の２週間前までに、

この信託約款に係る知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議

の通知を発します。

(ⅲ) 前記(ⅱ)の書面決議において、受益者（委託会社およびこの信託の信託財産にこの信託の受

益権が属するときの当該受益権に係る受益者としての受託会社を除きます。以下(ⅲ)において

同じ。）は受益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができます。なお、知

れている受益者が議決権を行使しないときは、当該知れている受益者は書面決議について賛成

するものとみなします。

(ⅳ) 前記(ⅱ)の書面決議は議決権を行使することができる受益者の議決権の３分の２以上に当た

る多数をもって行います。

(ⅴ) 書面決議の効力は、この信託のすべての受益者に対してその効力を生じます。

(ⅵ) 前記(ⅱ)から(ⅴ)までの規定は、委託会社が重大な信託約款の変更等について提案をした場

合において、当該提案につき、この信託約款に係るすべての受益者が書面又は電磁的記録によ

り同意の意思表示をしたときには適用しません。

(ⅶ) 前記(ⅰ)から(ⅵ)までの規定にかかわらず、この投資信託において併合の書面決議が可決さ

れた場合にあっても、当該併合に係る一又は複数の他の投資信託において当該併合の書面決議

が否決された場合は、当該他の投資信託との併合を行うことはできません。

 

⑦　運用報告書に記載すべき事項の提供
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(ⅰ) 委託会社は、投資信託及び投資法人に関する法律第14条第１項に定める運用報告書の交付に

代えて、運用報告書に記載すべき事項を電磁的方法により提供します。

(ⅱ) 前記(ⅰ)の規定にかかわらず、委託会社は、受益者から運用報告書の交付の請求があった場

合には、これを交付します。

 

⑧　公告

　委託会社が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。

※平成30年１月15日より、公告の方法は以下のとおり変更される予定です。

(ⅰ)　委託会社が受益者に対してする公告は、電子公告の方法により行い、次のアドレスに掲載し

ます。

http://www.sjnk-am.co.jp/

(ⅱ)　前記(ⅰ)の電子公告による公告をすることができない事故その他やむを得ない事由が生じた

場合の公告は、日本経済新聞に掲載します。

 

⑨　関係法人との契約の更改等

　委託会社と販売会社との間の募集・販売の取扱い等に関する契約は、当事者の別段の意思表示

のない限り、１年毎に自動的に更新されます。募集・販売の取扱い等に関する契約は、当事者間

の合意により変更することができます。

 

⑩　信託事務処理の再信託

受託会社は、ファンドに係る信託事務の処理の一部について資産管理サービス信託銀行株式会

社と再信託契約を締結し、これを委託することができます。その場合には、再信託に係る契約書

類に基づいて所定の事務を行います。

 

４【受益者の権利等】

　ファンドの受益権は、その取得申込口数に応じて、取得申込者に帰属します。この受益権は、信託

の日時を異にすることにより差異を生ずることはありません。受益者の有する主な権利は次のとおり

です。なお、信託約款には受益者集会に関する規定はありません。また、ファンド資産に生じた利益

および損失は、すべて受益者に帰属します。

 

（１） 収益分配金に対する請求権

　受益者は、委託会社の決定した収益分配金を持ち分に応じて請求する権利を有します。

　収益分配金は、決算日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（当

該収益分配金にかかる決算日以前において一部解約が行われた受益権にかかる受益者を除きます。

また、当該収益分配金にかかる計算期間の末日以前に設定された受益権で取得申込代金支払前のた

め販売会社の名義で記載または記録されている受益権については原則として取得申込者としま

す。）に、原則として決算日から起算して５営業日目までにお支払いを開始します。収益分配金の

支払いは、販売会社の営業所等において行うものとします。ただし、委託会社自ら勧誘した受益者

に対する支払いは、委託会社において行うものとします。

「自動けいぞく投資コース」をお申込みの場合は、分配金は税引き後自動的に再投資されますが、

再投資により増加した受益権は、振替口座簿に記載または記録されます。

　なお、収益分配金の請求権は、支払開始日から５年間その支払いを請求しないときは、受益者は

その権利を失い、委託会社が受託会社から交付を受けた金銭は委託会社に帰属します。

 

(２)　償還金に対する請求権

　受益者は、償還金を持ち分に応じて委託会社に請求する権利を有します。償還金は、償還日にお

いて振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（償還日以前において一部解約が

行われた受益権にかかる受益者を除きます。また、当該償還日以前に設定された受益権で取得申込
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代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権については原則として取得申

込者とします。）に支払います。償還金は、償還日後１ヵ月以内の委託会社の指定する日から受益

者に支払われます。償還金の支払いは、販売会社の営業所等において行います。なお、委託会社自

ら勧誘した受益者に対する支払いは、委託会社において行うものとします。

　償還金の請求権は、支払開始日から10年間その支払いを請求しないときは、受益者はその権利を

失い、委託会社が受託会社から交付を受けた金銭は委託会社に帰属します。

 

(３)　一部解約の実行請求権

　受益者は、自己に帰属する受益権について、販売会社が定める単位をもって、受益権の一部解約

の実行を請求することができます。ただし、下記の日においては一部解約の実行の請求を受け付け

ないものとします。

＜解約申込不可日＞

・ニューヨークの銀行の休業日

・ロンドンの銀行の休業日

・ニューヨーク証券取引所の休業日

・ロンドン証券取引所の休業日

・フランクフルト証券取引所の休業日

・ユーロネクスト・パリの休業日

 

受付は原則として午後３時までとし、それ以降の受付は翌営業日の取扱いになります（受付時間

については、販売会社により異なる場合がありますので、詳細につきましては、販売会社にご確認

ください。）。一部解約金の支払いは、販売会社の営業所等において行うものとします。なお、委

託会社自ら勧誘した受益者に対する支払いは、委託会社において行うものとします。

 

(４)　帳簿書類の閲覧・謄写の請求権

　受益者は委託会社に対し、その営業時間内に当該受益者に係る信託財産に関する帳簿書類の閲覧

または謄写を請求することができます。

 

(５)　反対受益者の受益権買取請求の不適用

　受益者が一部解約請求を行ったときは、委託会社が信託契約の一部の解約をすることにより当該

請求に応じ、当該受益権の公正な価格が当該受益者に一部解約金として支払われることとなる委託

者指図型投資信託に該当するため、信託契約の解約または重大な信託約款の変更等を行う場合にお

いて、反対受益者による受益権買取請求の規定の適用を受けません。
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第３【ファンドの経理状況】

ファンドの有価証券届出書提出日は設定日（平成29年12月21日）前であるため、該当事項はありませ

ん。

 

１【財務諸表】

（１）【貸借対照表】

該当事項はありません。
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（２）【損益及び剰余金計算書】

該当事項はありません。
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（３）【注記表】

該当事項はありません。

 

（４）【附属明細表】

該当事項はありません。
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２【ファンドの現況】

【純資産額計算書】

該当事項はありません。
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第４【内国投資信託受益証券事務の概要】
 

１．名義書換

　該当事項はありません。

２．受益者名簿

　作成しません。

３．受益者集会

　開催しません。

４．受益者に対する特典

　ありません。

５．譲渡制限の内容

　譲渡制限はありません。

６．受益証券の再発行

　受益者は、委託会社がやむを得ない事情等により受益証券を発行する場合を除き、無記名式受益

証券から記名式受益証券への変更の請求、記名式受益証券から無記名式受益証券への変更の請求、

受益証券の再発行の請求を行わないものとします。

７．受益権の譲渡

①　受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合には、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記

載または記録されている振替口座簿に係る振替機関等に振替の申請をするものとします。

②　前記①の申請のある場合には、前記①の振替機関等は、当該譲渡に係る譲渡人の保有する受益権

の口数の減少および譲受人の保有する受益権の口数の増加につき、その備える振替口座簿に記載ま

たは記録するものとします。ただし、前記①の振替機関等が振替先口座を開設したものでない場合

には、譲受人の振替先口座を開設した他の振替機関等（当該他の振替機関等の上位機関を含みま

す。）に社振法の規定にしたがい、譲受人の振替先口座に受益権の口数の増加の記載または記録が

行われるよう通知するものとします。

③　委託会社は、前記①に規定する振替について、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載また

は記録されている振替口座簿に係る振替機関等と譲受人の振替先口座を開設した振替機関等が異な

る場合等において、委託会社が必要と認めたときまたはやむをえない事情があると判断したとき

は、振替停止日や振替停止期間を設けることができます。

８．受益権の譲渡の対抗要件

　受益権の譲渡は、振替口座簿への記載または記録によらなければ、委託会社および受託会社に対

抗することができません。

９．受益権の再分割

　委託会社は、受託会社と協議のうえ、社振法に定めるところにしたがい、一定日現在の受益権を

均等に再分割できるものとします。

10．償還金

　償還金は、償還日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（償還日

以前において一部解約が行われた受益権にかかる受益者を除きます。また、当該償還日以前に設定

された受益権で取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権につ

いては原則として取得申込者とします。）に支払います。

11．質権口記載又は記録の受益権の取り扱いについて

　振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記録されている受益権にかかる収益分配金の支払

い、一部解約の実行の請求の受付け、一部解約金および償還金の支払い等については、信託約款の

規定によるほか、民法その他の法令等にしたがって取り扱われます。
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第三部【委託会社等の情報】
　

第１【委託会社等の概況】
　

１【委託会社等の概況】

（１）資本金の額（平成29年９月末現在）

資本金の額　　　　　　　　　　　　　 1,550百万円

会社が発行する株式の総数　　　　　　　　50,000株

発行済株式総数　　　　　　　　　　　　　24,085株

最近５年間における主な資本金の額の増減：該当事項はありません。

 

（２）会社の機構（平成29年９月末現在）

①　会社の意思決定機構

　定款に基づき15名以内の取締役が株主総会において選任されます。取締役の選任決議は、議

決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上にあたる株式を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行います。また、その選任決議は、累積投票によらないもの

とします。

　取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総

会終結の時までとします。増員により、または補欠として選任された取締役の任期は、他の在

任取締役の任期終了と同時に終了します。

　取締役会の決議によって、代表取締役を選定します。また、取締役会長、取締役社長各１名

を選定することができます。

　取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役社長が招集し、議長となります。

取締役社長に事故あるときは、あらかじめ取締役会で定めた順序により、他の取締役がその任

にあたります。取締役会の招集通知は会日の３日前までに発します。ただし、緊急の必要のあ

る場合には、この期間を短縮することができます。

　取締役会は、法令または定款に別段の定めがある場合のほか、業務執行に関する重要事項を

決定します。その決議は、取締役の過半数が出席し、出席した取締役の過半数をもって行いま

す。

 

②　投資運用の意思決定機構

・総合投資会議は、ファンドの基本運用方針の分析と決定を行います。

・各資産投資戦略会議は、総合投資会議の基本運用方針に基づき、ファンドの運用戦略を決定

し、各運用担当部が運用計画を策定します。

　銘柄の選定にあたっては「いかなる資産も本来の投資価値を有しており、市場価格は中長期

的にはこの投資価値に収束する。したがって、市場価格と投資価値の乖離が超過収益の源泉

となる。」という当社の投資哲学に基づき、各資産、市場、銘柄の割安・割高の度合いを算

出するために、各々の「本来あるべき投資価値」を分析することに注力しています。

・各運用担当部で策定された運用計画に基づき、運用管理部トレーディング室が最良執行の観

点から売買を執行します。

・運用状況の分析・評価等は運用担当部で行い、総合投資会議に報告されます。また、売買

チェック、リスク管理、各種法令、ガイドライン遵守の状況は、コンプライアンス・リスク

管理部で確認を行い、コンプライアンス・リスク管理委員会に報告されます。
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２【事業の内容及び営業の概況】

　「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資

信託の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運

用業）ならびに証券投資信託の募集又は私募（第二種金融商品取引業）を行っています。また「金

融商品取引法」に定める投資一任契約に基づく運用（投資運用業）および投資助言業務を行ってい

ます。

　委託会社の運用する投資信託（親投資信託を除きます。）は平成29年９月末現在、計147本（追

加型株式投資信託122本、単位型株式投資信託13本、単位型公社債投資信託12本）であり、その純

資産総額の合計は736,652百万円です。
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３【委託会社等の経理状況】

 

１．委託会社である損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社（以下「委託会社」とい

う。）の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和３８年大蔵

省令第５９号。以下「財務諸表等規則」という。）、ならびに同規則第２条の規定に基づき、

「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成１９年内閣府令第５２号）により作成しておりま

す。

 

２．委託会社は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、事業年度(平成２８年４

月１日から平成２９年３月３１日まで)の財務諸表について、新日本有限責任監査法人による監

査を受けております。
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（１）【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

（資産の部）      

Ⅰ　流動資産      

１　現金・預金   4,375,837  5,032,858

２　前払費用   81,218  77,585

３　未収委託者報酬   754,788  760,025

４　未収運用受託報酬   521,498  788,836

５　未収収益   149  57

６　繰延税金資産   137,932  63,421

７　その他   421  22,446

流動資産合計   5,871,846  6,745,230

Ⅱ　固定資産      

１　有形固定資産      

(1）建物 ＊１  37,899  31,748

(2）器具備品 ＊１  13,712  12,253

有形固定資産合計   51,612  44,002

２　無形固定資産      

(1）電話加入権   4,535  4,535

無形固定資産合計   4,535  4,535

３　投資その他の資産      

(1）投資有価証券   128,043  47,562

(2）長期差入保証金   161,598  161,598

(3）繰延税金資産   133,008  161,300

(4）その他   29  30

投資その他の資産合計   422,678  370,490

固定資産合計   478,826  419,028

資産合計   6,350,672  7,164,258
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前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

（負債の部）      

Ⅰ　流動負債      

１　預り金   3,485  82,284

２　未払金      

(1）未払配当金 ＊２ 500,000  500,000  

(2）未払手数料  333,031  340,633  

(3）その他未払金  107,732 940,764 160,613 1,001,247

３　未払費用   429,958  691,223

４　未払消費税等   71,725  10,617

５　未払法人税等   346,936  143,251

６　前受収益   26,746  7,954

７　賞与引当金   58,159  120,025

８　役員賞与引当金   9,600  9,000

流動負債合計   1,887,376  2,065,604

Ⅱ　固定負債      

１　退職給付引当金   75,674  90,737

２　資産除去債務   7,898  8,039

固定負債合計   83,572  98,776

負債合計   1,970,949  2,164,380

（純資産の部）      

Ⅰ　株主資本      

１　資本金   1,550,000  1,550,000

２　資本剰余金      

(1）資本準備金   413,280  413,280

資本剰余金合計   413,280  413,280

３　利益剰余金      

(1）その他利益剰余金      

繰越利益剰余金   2,424,248  3,035,695

利益剰余金合計   2,424,248  3,035,695

株主資本合計   4,387,528  4,998,975

Ⅱ　評価・換算差額等      

１　その他有価証券評価差額
金

  △ 7,804  902

評価・換算差額等合計   △ 7,804  902

純資産合計   4,379,723  4,999,878

負債・純資産合計   6,350,672  7,164,258
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（２）【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業収益      

１　委託者報酬  7,038,975  5,363,843  

２　運用受託報酬  2,535,301 9,574,276 3,816,308 9,180,152

Ⅱ　営業費用      

１　支払手数料  3,508,448  2,890,668  

２　広告宣伝費  16,724  15,637  

３　公告費  610  2,970  

４　調査費  2,046,339  2,245,765  

(1）調査費  622,284  780,172  

(2）委託調査費  1,420,590  1,461,574  

(3）図書費  3,465  4,018  

５　営業雑経費  182,596  190,147  

(1）通信費  17,360  16,450  

(2）印刷費  151,371  160,333  

(3）諸会費  13,864 5,754,719 13,363 5,345,189

Ⅲ　一般管理費      

１　給料  1,299,501  1,361,632  

(1）役員報酬  83,689  75,948  

(2）給料・手当  1,107,914  1,147,148  

(3）賞与  107,897  138,535  

２　福利厚生費  109,923  134,150  

３　交際費  11,516  9,622  

４　寄付金  300  300  

５　旅費交通費  38,774  36,626  

６　法人事業税  29,306  41,868  

７　租税公課  7,391  13,856  

８　不動産賃借料  214,575  212,520  

９　退職給付費用  47,701  50,781  

10　賞与引当金繰入  58,159  120,025  
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前事業年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

11　役員賞与引当金繰入  9,600  9,000  

12　固定資産減価償却費  13,042  10,429  

13　諸経費  205,813 2,045,605 260,939 2,261,753

営業利益   1,773,952  1,573,209

Ⅳ　営業外収益      

１　受取配当金  90  90  

２　受取利息  657  280  

３　有価証券売却益  19  －  

４　有価証券償還益  －  745  

５　為替差益  －  9,721  

６　雑益  6,407 7,173 2,066 12,904

Ⅴ　営業外費用      

１　有価証券売却損  －  6  

２　為替差損  100  －  

３　雑損  0 100 8 14

経常利益   1,781,026  1,586,098

Ⅵ　特別損失      

１　固定資産除却損 ＊１ 663 663 0 0

税引前当期純利益   1,780,362  1,586,098

法人税、住民税及び事業
税

  659,040  428,835

法人税等調整額   △ 52,602  45,816

当期純利益   1,173,924  1,111,446
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（３）【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成27年４月１日　　至　平成28年３月31日）

 （単位：千円）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当期首残高 1,550,000 413,280 413,280 1,750,324 1,750,324 3,713,604

当期変動額       

剰余金の配当    △ 500,000 △ 500,000 △ 500,000

当期純利益    1,173,924 1,173,924 1,173,924

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

      

当期変動額合計 － － － 673,924 673,924 673,924

当期末残高 1,550,000 413,280 413,280 2,424,248 2,424,248 4,387,528

 

 

評価・換算差額等

純資産合計

   

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

   

当期首残高 △ 1,462 △ 1,462 3,712,141    

当期変動額       

剰余金の配当   △ 500,000    

当期純利益   1,173,924    

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

△ 6,342 △ 6,342 △ 6,342    

当期変動額合計 △ 6,342 △ 6,342 667,582    

当期末残高 △ 7,804 △ 7,804 4,379,723    
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当事業年度（自　平成28年４月１日　　至　平成29年３月31日）

 

 （単位：千円）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当期首残高 1,550,000 413,280 413,280 2,424,248 2,424,248 4,387,528

当期変動額       

剰余金の配当    △ 500,000 △ 500,000 △ 500,000

当期純利益    1,111,446 1,111,446 1,111,446

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

      

当期変動額合計 － － － 611,446 611,446 611,446

当期末残高 1,550,000 413,280 413,280 3,035,695 3,035,695 4,998,975

 

 

評価・換算差額等

純資産合計

   

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

   

当期首残高 △ 7,804 △ 7,804 4,379,723    

当期変動額       

剰余金の配当   △ 500,000    

当期純利益   1,111,446    

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

8,707 8,707 8,707    

当期変動額合計 8,707 8,707 620,154    

当期末残高 902 902 4,999,878    
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重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法より算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用

しています。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　15年

器具備品　　　　　３～20年

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

４．引当金の計上基準

(1）賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

(2）役員賞与引当金

役員賞与の支給に充てるため、当事業年度における支給見込額を計上しております。

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における要支給額を計上しております。

退職給付債務の計算に当たっては、「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第25号）に定める簡便法によっております。

５.消費税等の会計処理方法

税抜方式を採用しております。

 

（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に

取得する建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによる当事業年度の財務諸表に与える影響はありません。

 

（追加情報）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月

28日）を当事業年度から適用しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

＊１．有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

  前事業年度
（平成28年３月31日）

当事業年度
（平成29年３月31日）

 建物 72,167千円 78,317千円

 器具備品 44,838 44,893

 

＊２．関係会社項目

関係会社に対する負債は、次のとおりであります。

  前事業年度
（平成28年３月31日）

当事業年度
（平成29年３月31日）

 未払金   

 未払配当金 500,000千円 500,000千円

 

（損益計算書関係）

＊１．固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

  前事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

 器具備品 663千円 0千円
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（株主資本等変動計算書関係）

 

前事業年度（自　平成27年４月１日　　至　平成28年３月31日）

 

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式 24,085株 －株 －株 24,085株

 

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．剰余金の配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成28年３月29日
取締役会

普通株式 500,000千円 20,759円 平成27年３月31日 平成28年３月31日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

該当事項はありません。

 

当事業年度（自　平成28年４月１日　　至　平成29年３月31日）

 

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式 24,085株 －株 －株 24,085株

 

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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４．剰余金の配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成29年３月28日
取締役会

普通株式 500,000千円 20,759円 平成28年３月31日 平成29年３月31日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社では、主として短期的な預金及び一部の有価証券によって運用しており、経営として許容で

きる範囲内にリスクを制御するよう、適切に資産運用を行っております。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である未収委託者報酬及び未収運用受託報酬は、そのほとんどが信託財産から支払われ

るため、回収リスクは僅少であります。

投資有価証券は、主に投資信託を保有しており、今後の基準価額の下落によっては、売却損・評

価損計上による利益減少や、評価差額金の減少により純資産が減少するなど、価格変動リスクに晒

されております。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

当社では、短期的な預金について、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

価格変動リスクについては、四半期ごとに時価の状況等を把握し、当該状況については資産運用

管理規程に従い、経理担当部が取締役会等へ報告し、適切に管理を行っております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前

提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握

することが極めて困難と認められるものは含めておりません（注２．参照）。

 

前事業年度（平成28年３月31日）

   （単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金・預金 4,375,837 4,375,837 －

(2）未収委託者報酬 754,788 754,788 －

(3）未収運用受託報酬 521,498 521,498 －

(4）投資有価証券    

その他有価証券 112,293 112,293 －

資産計 5,764,418 5,764,418 －
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当事業年度（平成29年３月31日）

   （単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金・預金 5,032,858 5,032,858 －

(2）未収委託者報酬 760,025 760,025 －

(3）未収運用受託報酬 788,836 788,836 －

(4）投資有価証券    

その他有価証券 31,812 31,812 －

資産計 6,613,532 6,613,532 －

 

注１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券取引に関する事項

資　　産

(1）現金・預金、(2）未収委託者報酬、及び(3）未収運用受託報酬

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(4）投資有価証券

時価については、公表されている基準価額または取引金融機関等から提示された基準価額

によっております。

 

注２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

  （単位：千円）

区分
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

非上場株式 15,750 15,750

非上場株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「(4）投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。
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注３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

 

前事業年度（平成28年３月31日）

    （単位：千円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

(1）預金 4,375,515 － － －

(2）未収委託者報酬 754,788 － － －

(3）未収運用受託報酬 521,498 － － －

(4）投資有価証券     

その他有価証券のうち
満期があるもの     

株式 － － － －

債券 － － － －

その他 － 96 112,197 －

合計 5,651,803 96 112,197 －

 

当事業年度（平成29年３月31日）

    （単位：千円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

(1）預金 5,032,643 － － －

(2）未収委託者報酬 760,025 － － －

(3）未収運用受託報酬 788,836 － － －

(4）投資有価証券     

その他有価証券のうち
満期があるもの

    

株式 － － － －

債券 － － － －

その他 － 15,266 － 16,545

合計 6,581,505 15,266 － 16,545

 

注４．社債、新株予約権付社債及び長期借入金の決算日後の返済予定額

該当事項はありません。

 

（有価証券関係）

１．売買目的有価証券

該当事項はありません。

 

２．満期保有目的の債券

該当事項はありません。

 

３．子会社株式及び関連会社株式

該当事項はありません。
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４．その他有価証券で時価のあるもの

前事業年度（平成28年３月31日）

    （単位：千円）

 種類 貸借対照表計上額 取得原価 差　額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小 計 － － －

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 112,293 120,098 △ 7,804

小 計 112,293 120,098 △ 7,804

合計 112,293 120,098 △ 7,804

 

当事業年度（平成29年３月31日）

    （単位：千円）

 種類 貸借対照表計上額 取得原価 差　額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 16,545 15,200 1,345

小 計 16,545 15,200 1,345

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 15,266 15,306 △ 40

小 計 15,266 15,306 △ 40

合計 31,812 30,506 1,305

 

５．売却したその他有価証券

前事業年度（自　平成27年４月１日　　至　平成28年３月31日）

   （単位：千円）

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 1,419 22 2

合計 1,419 22 2
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当事業年度（自　平成28年４月１日　　至　平成29年３月31日）

   （単位：千円）

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 3,993 － 6

合計 3,993 － 6

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要（出向受入者に対する出向元への退職金負担額を除く。）

当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度及び確定拠出制度を採用して

おります。

退職一時金制度（非積立型制度であります。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づい

た一時金を支給しております。

なお、当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算し

ております。

 

２．簡便法を適用した確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

  前事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

      

 退職給付引当金の期首残高 64,308 千円 75,674 千円

 退職給付費用 17,374  21,913  

 退職給付の支払額 △ 6,008  △ 6,850  

 退職給付引当金の期末残高 75,674  90,737  

 

(2）退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

  前事業年度
（平成28年３月31日）

当事業年度
（平成29年３月31日）

      

 非積立型制度の退職給付債務 75,674 千円 90,737 千円

 貸借対照表に計上された負債と資産の純額 75,674  90,737  

      

 退職給付引当金 75,674  90,737  

 貸借対照表に計上された負債と資産の純額 75,674  90,737  
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(3）退職給付費用

  前事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

 簡便法で計算した退職給付費用 17,374 千円 21,913 千円

 

３．確定拠出制度

  前事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

 当社の確定拠出制度への要拠出額 10,921 千円 12,945 千円

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  前事業年度
（平成28年３月31日）

当事業年度
（平成29年３月31日）

 繰延税金資産   

 ソフトウェア損金算入限度超過額 110,523千円 127,409千円

 賞与引当金 17,947 37,039

 退職給付引当金 23,200 27,800

 未払費用否認 88,021 18,239

 繰延資産損金算入限度超過額 7,634 7,090

 未払事業税 22,641 6,351

 その他 6,579 4,335

 繰延税金資産小計 276,547 228,266

 評価性引当額 △ 4,900 △ 2,554

 繰延税金資産合計 271,647 225,712

    

 繰延税金負債   

 固定資産除去価額 △ 707 △ 588

 その他有価証券評価差額金 － △ 402

 繰延税金負債合計 △ 707 △ 990

 繰延税金資産の純額 270,940 224,721

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目別の内訳

 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以

下であるため注記を省略しております。
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

１．当該資産除去債務の概要

本社事務所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

２．当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から15年と見積り、割引率は1.7％～1.8％を使用して資産除去債務の金額を計

算しております。

３．当該資産除去債務の総額の増減

  前事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

 期首残高 7,760千円 7,898千円

 時の経過による調整額 137 140

 期末残高 7,898 8,039

 

（セグメント情報等）

セグメント情報

当社は、投資運用事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

関連情報

前事業年度（自　平成27年４月１日　　至　平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）営業収益

本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えているため、記載を省略して

おります。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えている

ため、記載を省略しております。

 

３.主要な顧客ごとの情報

特定の顧客に対する営業収益で損益計算書の営業収益の10％以上を占めるものがないため、記載を

省略しております。
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当事業年度（自　平成28年４月１日　　至　平成29年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）営業収益

   （単位：千円）

日本 欧州 アジア 合計

7,945,745 1,208,415 25,991 9,180,152

（注）営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えてい

るため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  （単位：千円）

顧客の名称又は氏名 営業収益

A社（注） 1,038,124

（注）A社との間で守秘義務契約を負っているため、社名の公表は控えております。
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（関連当事者情報）

１．関連当事者との取引

(1）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等

記載すべき重要な取引はありません。

 

(2）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

 

(3）財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会

社等

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

種類 会社等の名称 所在地
資本金

（千円）
事業の内容

議決権等

の所有

（被所有）

割合

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

同一の

親会社を

持つ会社

損保ジャパン日

本興亜ひまわり

生命保険

株式会社

東京都

新宿区
17,250,000 生命保険業 －

投資顧問契約に基づく

資産運用の一任

（注１）

運用受託報

酬の受取り

 
189,203

未収運

用受託

報酬

101,258

同一の

親会社を

持つ会社

損保ジャパン日

本興亜ＤＣ証券

株式会社

東京都

新宿区
3,000,000

確定拠出

年金業
－

投資信託に係る事務代

行の委託等（注２）

投資信託代

行手数料の

支払い

407,134
未払手

数料
86,317

注１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

（注１）　運用受託報酬の受取りについては、一般的取引条件によっております。

（注２）　代行手数料の支払いについては、一般的取引条件によっております。

 

当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

種類 会社等の名称 所在地
資本金

（千円）
事業の内容

議決権等

の所有

（被所有）

割合

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

同一の

親会社を

持つ会社

損保ジャパン日

本興亜ひまわり

生命保険

株式会社

東京都

新宿区
17,250,000 生命保険業 －

投資顧問契約に基づく

資産運用の一任

（注１）

運用受託報

酬の受取り
157,531

未収運

用受託

報酬

86,309

同一の

親会社を

持つ会社

損保ジャパン日

本興亜ＤＣ証券

株式会社

東京都

新宿区
3,000,000

確定拠出

年金業
－

投資信託に係る事務代

行の委託等（注２）

投資信託代

行手数料の

支払い

400,493
未払手

数料
97,637

注１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

（注１）　運用受託報酬の受取りについては、一般的取引条件によっております。

（注２）　代行手数料の支払いについては、一般的取引条件によっております。

 

(4）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等との取引はありません。
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２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社　（東京証券取引所に上場）

 

(2）重要な関連会社の要約財務情報

関連会社はありません。

 

（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

１株当たり純資産額 181,844.45円 207,593.03円

１株当たり当期純利益金額 48,740.88円 46,146.84円

 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当期純利益（千円） 1,173,924 1,111,446

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,173,924 1,111,446

期中平均株式数（株） 24,085 24,085

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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４【利害関係人との取引制限】

 

委託会社は、「金融商品取引法」の定めるところにより、利害関係人との取引について、次に

掲げる行為が禁止されています。

 

(１)　自己又はその取締役若しくは執行役との間における取引を行うことを内容とした運用を行う

こと(投資者の保護に欠け、若しくは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させ

るおそれがないものとして内閣府令で定めるものを除きます。)。

 

(２)　運用財産相互間において取引を行うことを内容とした運用を行うこと(投資者の保護に欠

け、若しくは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそれがないものと

して内閣府令で定めるものを除きます。)。

 

(３)　通常の取引の条件と異なる条件であって取引の公正を害するおそれのある条件で、委託会社

の親法人等（委託会社の総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の当該金融商品

取引業者と密接な関係を有する法人その他の団体として政令で定める要件に該当する者をいい

ます。以下(４)、(５)において同じ。）又は子法人等（委託会社が総株主等の議決権の過半数

を保有していることその他の当該金融商品取引業者と密接な関係を有する法人その他の団体と

して政令で定める要件に該当する者をいいます。以下同じ。）と有価証券の売買その他の取引

又は店頭デリバティブ取引を行うこと。

 

(４)　委託会社の親法人等又は子法人等の利益を図るため、その行う投資運用業に関して運用の方

針、運用財産の額若しくは市場の状況に照らして不必要な取引を行うことを内容とした運用を

行うこと。

 

(５)　上記(３)、(４)に掲げるもののほか、委託会社の親法人等又は子法人等が関与する行為で

あって、投資者の保護に欠け、若しくは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜

させるおそれのあるものとして内閣府令で定める行為。

 

５【その他】

(１) 定款の変更

　定款の変更に関しては、株主総会の特別決議が必要です。

 

(２) 訴訟事件その他の重要事項

委託会社及び当ファンドに重要な影響を与えた事実、または与えると予想される事実はあり

ません。
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第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

(１) 受託会社

①　名称

　みずほ信託銀行株式会社（再信託受託会社：資産管理サービス信託銀行株式会社）

 
②　資本金の額

　247,369百万円（平成29年３月末現在）

 
③　事業の内容

　銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営に関する法律（兼営

法）に基づき信託業務を営んでいます。

 

＜再信託受託会社の概要＞

名称　　　　　　：資産管理サービス信託銀行株式会社

資本金の額　　　：50,000百万円（平成29年３月末現在）

事業の内容　　　：銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営に

関する法律（兼営法）に基づき信託業務を営んでいます。

再信託の目的　　：原信託契約に係る信託事務の一部（信託財産の管理）を原信託受託会

社から再信託受託会社（資産管理サービス信託銀行株式会社）へ委託

するため、原信託財産のすべてを再信託受託会社へ移管することを目

的とします。
 

(２) 販売会社

  （単位：百万円、平成29年３月末現在）

名　称 資本金の額 事業の内容

みずほ信託銀行株式会社 247,369

銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金

融機関の信託業務の兼営に関する法律（兼

営法）に基づき信託業務を営んでいます。

 

 

２【関係業務の概要】

(１) 受託会社

　受託会社として、信託財産の保管・管理業務などを行い、収益分配金、一部解約金及び償還

金の交付等を行います。

 

(２) 販売会社

販売会社として、受益権の募集の取扱い、収益分配金等の支払い等を行います。

 

３【資本関係】

(１) 受託会社

　該当事項はありません。

 

(２) 販売会社

　該当事項はありません。
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第３【その他】

 

１．目論見書の表紙等に、ロゴマーク、キャッチコピー、図案、イラスト、写真、当ファンドの概略的

性格を表示する文言、第三者機関から取得したユニバーサルデザインに関する認証マーク等を記載す

ることがあります。

 

２．金融商品取引法第13条第２項第１号に定める事項に関する内容を記載した目論見書の別称として

「投資信託説明書（交付目論見書）」という名称を使用することがあります。また、金融商品取引法

第13条第２項第２号に定める事項に関する内容を記載した目論見書の別称として「投資信託説明書

（請求目論見書）」という名称を使用することがあります。

 

３．投資信託説明書（請求目論見書）の表紙あるいは裏表紙に、金融商品取引法に基づき、投資家の請

求により交付される目論見書である旨を記載することがあります。

 

４．投資信託説明書（請求目論見書）の表紙に課税上の取扱いに関する記載をすることがあります。

 

５．目論見書に記載する運用状況に関する情報等は、適宜更新することがあります。

 

６. 目論見書の表紙等に「金融商品取引業者登録番号」、「使用開始日」等を記載することがありま

す。

 

７．投資信託説明書（請求目論見書）の巻末に信託約款を掲載することがあります。

 

８．目論見書は電子媒体等として使用される他、インターネット等に掲載されることがあります。

 

９．投資評価機関、投資評価会社等からファンドに対するレーティングを取得し、当該レーティングを

使用することがあります。

 

10．目論見書の表紙等に以下の内容を記載することがあります。

・投資信託の財産は受託会社において信託法に基づき分別管理されています。

 

11．目論見書の巻頭に、以下を記載することがあります。
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独立監査人の監査報告書
 

  平成２９年６月１日

損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社  

 取締役会　御中   

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 
 
公認会計士 小　澤　裕　治　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 
 
公認会計士 伊　藤　志　保　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会
社等の経理状況」に掲げられている損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社の平成２８年
４月１日から平成２９年３月３１日までの第３２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。
 
財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用
した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸
表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社の平成２９年３月３１日現在の財政状態
及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　　上
 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別
途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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